
議案の概要と審議結果　（賛成・・・○、反対・・・×）

平成２７年第４回定例会　(１１月２６日～１２月７日）

自無ク 公明 共産 民無ク 新宿会 社民 元気会 議決結果
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災害に際し応急措置の業務等に従事した者の損害補償に関する条例の一部を改正
する条例

新宿区における個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改
正する条例

 
条
例
の
制
定
・
改
正

（

新宿区職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 特別区人事委員会の勧告を受け、職員の給与を改定する。

新宿区幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 特別区人事委員会の勧告を受け、幼稚園教育職員の給与を改定する。

新宿区監査委員の給料等に関する条例の一部を改正する条例 監査委員の給料及び報酬の月額を改定する。

新宿区教育委員会の委員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例 教育委員会の委員の報酬の月額を改定する。

新宿区教育委員会教育長の給料等及び勤務等に関する条例の一部を改正する条例 教育長の給料の月額を改定する。

新宿区議会等の求めにより出頭した者等の費用弁償に関する条例の一部を改正する
条例

新宿区副区長の定数を定める条例の一部を改正する条例

新宿区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条
例

新宿区職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例

新宿区立高齢者在宅サービスセンター条例の一部を改正する条例

「地方公務員法」の改正に伴い、職員の退職管理に関し必要な事項を定める。

新宿区人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部を改正する条例
「地方公務員法」の改正に伴い、人事行政の運営の状況について区長に報告し、区民に公表する事項を改
める。

新宿区長及び副区長の給料等及び旅費条例の一部を改正する条例 区長及び副区長の給料の月額を改定する。

新宿区特別区税条例等の一部を改正する条例 地方税法等の改正に伴い、所要の改正を行う。

西新宿五丁目北地区地区計画の都市計画決定に伴い、当該地区計画の区域内における建築物の制限について定
める。

新宿区立の小学校、中学校及び特別支援学校の非常勤の学校医、学校歯科医及び
学校薬剤師の公務災害補償に関する条例の一部を改正する条例

「公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償の基準を定める政令」の改正等に伴い、他の法
律による給付との調整に関する規定について、調整率を適用する給付対象に恩給期間に係る共済年金の受給者を
加える。

新宿区第三次実行計画の着実な推進及び次期総合計画策定とその実現に向けた体制を構築するため、部及
びその分掌事務について再編する。

「行政不服審査法」の改正に伴い、引用条項等を改める。

会派略称

議　案　名 概　　要

自無ク＝自由民主党・無所属クラブ
共　産＝日本共産党新宿区議会議員団
新宿会＝新宿区民の会
元気会＝日本を元気にする会新宿

平成27年度新宿区一般会計補正予算（第7号）
補正予算額：1,580万円、補正後予算額：1,466億5,275万4千円
補正の理由：報酬改定及び給与改定等に伴う増　等を計上

新宿区議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例 議長、副議長、委員長、副委員長及び議員の議員報酬の月額を改定する。

公　明＝新宿区議会公明党
民無ク＝民主党・無所属クラブ
社　民＝社民党新宿区議会議員団
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平成27年度新宿区一般会計補正予算（第6号）

補正予算額：6,023万2千円、補正後予算額：1,466億3,695万4千円
補正の理由:2020年オリンピック・パラリンピック東京大会に向けて区内の公共的空間に無料公衆無線LAN環境を整
備するために要する経費、都市部における低所得高齢者対策として都が実施する助成事業を活用した都市型軽費
老人ホームの整備助成のために要する経費、B型肝炎ワクチン接種の実施のために要する経費 等を計上

平成27年度新宿区国民健康保険特別会計補正予算（第3号）
補正予算額：372万4千円、補正後予算額：429億7,747万2千円
補正の理由：給与改定等に伴う増を計上

新宿区行政不服審査会条例 「行政不服審査法」の改正に伴い、新宿区行政不服審査会の組織及び運営に関し必要な事項を定める。

新宿区情報公開・個人情報保護審査会条例の一部を改正する条例 「行政不服審査法」の改正に伴い、引用する用語を改める。

新宿区情報公開条例の一部を改正する条例
「行政不服審査法」の改正に伴い、引用する用語を改めるとともに、公開決定等について審査請求があっ
た場合における審理員による審理を不要とする旨の規定を設ける。

新宿区個人情報保護条例の一部を改正する条例

「非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令」の改正等に伴い、他の法律による給付との調整
に関する規定について所要の改正を行う。また、「行政不服審査法」の改正に伴い、引用する用語を改め
る。

社会保障・税番号制度の導入に係る東京都の「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用
等に関する法律に基づく個人番号の利用並びに特定個人情報の利用及び提供に関する条例」の施行に伴
い、新宿区における特定個人情報の連携を行う事務に、同条例で定める独自利用事務を加える。

「行政不服審査法」の改正に伴い、引用条項等を改める。

「介護保険法」の改正に伴い、所要の改正を行う。

「行政不服審査法」の改正に伴い、引用する用語を改めるとともに、開示決定等について審査請求があっ
た場合における審理員による審理を不要とする旨の規定を設ける。

新宿区職員の退職管理に関する条例

新宿区非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例

新宿区組織条例の一部を改正する条例

副区長の定数を改める。 「1人」⇒「2人」

「行政不服審査法」の改正に合わせ、審理員の業務に従事する者の報酬の上限額を定める。
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棄却 棄却 棄却 棄却 棄却 棄却 棄却 答申※

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 同意

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 同意

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

※答申・・・棄却すべきものと答申

可決

可決○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　マイナンバー（社会保障・税番号）制度の導入に伴い、区市町村には通知カード・個人番号カードの交付について
対応するよう求められている。区市町村のカード交付事務に係る経費については本来全額が国庫負担であるべきと
ころ、非常に低い補助上限額となっており、区市町村は財源負担を強いられている。政府において自治体負担の軽
減のために下記の事項について特段の配慮を求める。
１　平成２８年度以降についても、地方公共団体情報システム機構に支払う交付金全額を国の負担とし、充分な予算
措置をすること。
２　同様に、円滑な事務を行うため、事務処理に必要な人員の確保やシステム整備経費など、全額を国の負担とし充
分な予算措置を行うこと。
３　地方自治体の予算編成等に支障が出ないよう、補助金交付やシステム改修フローなど、円滑な制度導入準備の
ために必須の情報を適時適切に提供すること。
４　マイナンバー制度のスムーズな導入に向けて、地方自治体職員や地域の事業者に対する研修用ガイドブックの
作成、研修会の開催など十分な支援を実施すること。
５　配達できなかった簡易書留郵便（マイナンバー通知）の受取人の所在調査に要する経費の負担軽減を図ること。
６　マイナンバー制度導入時の混乱に乗じた詐欺の防止や個人番号カードの円滑な交付の推進のための周知広報
に対する支援を実施すること。

　脳脊髄液減少症の症状は外見的には見えないため、医療現場や交通事故時の保険関係者の無理解に、患者及
び家族は肉体的、精神的な苦痛を味わってきた。平成２３年には脳脊髄液減少症の一部である「脳脊髄液漏出症」
の診断基準が定められた。また、平成２４年にはブラッドパッチ療法が「先進医療」として承認され、平成２６年１月に
行われた先進医療会議においては、ブラッドパッチ治療の有効率は８２％と報告された。さらに、「外傷を機に発生す
る、脳脊髄液の漏れ」の診断基準の研究がなされており、ブラッドパッチ療法の保険適用が切に望まれる。国におい
ては次の事項について早期に実現されるよう強く要請する。
１　脳脊髄液減少症の治療法であるブラッドパッチ療法（硬膜外自家血注入療法）を保険適用とすること。
２　厚生労働省の研究事業において、１８歳未満の症例を加えること。
３　脳脊髄液減少症の早期発見・早期治療のため、医療関係機関への情報提供を徹底すること。

 議員提出議案
　意見書（2件）

マイナンバー制度の円滑な運営に係る財源確保等自治体の負担軽減を求
める意見書

ブラッドパッチ療法の保険適用および脳脊髄液減少症の治療推進を求める
意見書

 菊田史子氏

新宿生活実習所(弁天町50)

中村彝アトリエ記念館(下落合3-5-7) …公益財団法人新宿未来創造財団

…社会福祉法人東京都知的障害者育成会

同意（2件）
新宿区監査委員選任の同意について  濵田幸二氏

富久町保育園(富久町22-21) …社会福祉法人新栄会

富久町児童館(富久町22-21) …社会福祉法人新栄会

新宿中央公園(西新宿2-11) …新宿中央公園パークアップ共同体

新宿区教育委員会委員任命の同意について

諮問（1件） 地方自治法第244条の4の規定に基づく異議申立てに関する諮問について
公の施設を利用する権利に関する処分についての異議申立てがあったので、「地方自治法」の規定に基づき諮問す
る。
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新宿スポーツセンター(大久保3-5-1) …新宿スポーツコミュニティ共同事業体

新宿コズミックスポーツセンター(大久保3-1-2) …公益財団法人新宿未来創造財団

大久保スポーツプラザ(大久保3-7-42) …公益財団法人新宿未来創造財団

…特定非営利活動法人ワーカーズコープ

佐伯祐三アトリエ記念館(中落合2-4-21) …公益財団法人新宿未来創造財団

西戸山公園野球場(百人町4-1)、落合中央公園野球場(上落合1-2)、西落合公園少年野球場(西落合2-19)、甘泉園
公園庭球場(西早稲田3-5)、西落合公園庭球場(西落合2-19)、落合中央公園庭球場(上落合1-2)、妙正寺川公園運
動広場(中野区松が丘1-33)

林芙美子記念館(中井2-20-1) …公益財団法人新宿未来創造財団

…公益財団法人新宿未来創造財団

…公益財団法人新宿未来創造財団

公の施設の指定管理者の指定について

新宿ＮＰＯ協働推進センター(高田馬場4-36-12) …一般社団法人新宿ＮＰＯネットワーク協議会

四谷駅前地区第一種市街地再開発事業等に伴い、本塩町の一部の区域を四谷一丁目の一部に変更する。

廃止する路線 ： 路線名 ４２－５６０

新宿文化センター(新宿6-14-1) …公益財団法人新宿未来創造財団

新宿歴史博物館(三栄町22) …公益財団法人新宿未来創造財団

障害者福祉センター(戸山1-22-2) …社会福祉法人新宿区障害者福祉協会

下落合地域交流館(下落合3-12-33)

赤城生涯学習館(赤城元町1-3)、戸山生涯学習館(戸山2-11-101)、北新宿生涯学習館(北新宿3-20-2)、住吉町生
涯学習館(住吉町13-3)、西戸山生涯学習館(百人町4-7-1)

町の区域の変更について

特別区道の路線の廃止について
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